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１．はじめに 

 内閣府が進める準天頂衛星システム整

備運用事業においては、2018年11月1日

に正式にサービス開始を宣言し、4機の衛

星によるサービスを提供しているところであ

る。閣議決定では、2023年をめどに追加3

機の衛星を打ち上げて運用を開始すること

が明言されており、2019年度までに5から7号機の衛星及び

打上げの予算が承認され、7機体制における地上システムの

拡張と運用を現PFI事業に追加すべくPFI事業者を始めとする

関係機関との調整が進められている。 

 本稿は、2019年5月に開催された測位航法学会全国大会

及び、10月に開催されたGPS/GNSSシンポジウムにおける7

機体制に向けた講演内容を再掲するとともに、その後の予算

要求結果や関係者間の調整状況を踏まえた最新状況を紹

介するものである。 

2.  7機体制整備方針      

 7機体制の整備方針として下記の5項目を大方針として定

めている。 

①サービス提供の早期実現 

閣議決定を実現すべく、早期に7機体制を確立、2023年

度を目途に運用を開始する。 

②衛星測位サービスの持続化 

日本、日本近傍、アジア太平洋地域における我が国の7機

体制による持続的な衛星測位サービスの提供を最優先と

する。 

③ユーザ需要、技術動向を踏まえた機能性能向上 

ユーザのニーズ、技術開発動向に応じ、提供するサービス

の段階的な機能・性能向上の実現を目指す。現ミッション

要求書に記載している機能性能向上を行う事項は以下の

とおり。 

 ・7機体制による持続測位実現と段階的な精度向上 

達成すべき目標は2周波コード測位、補強情報なしで水 

平ユーザ測位精度1m(RMS)の実現 

 ・航法メッセージの認証機能  

 ・測位補強サービスの範囲と対象システムの拡張（TBD） 

  アジア・オセアニア全域への拡大  

 ・準天頂衛星システムの災害時通信機能の冗長性確保 

④現行サービスの継続性（バックワード・コンパティビリティ）の

確保  

   現４機によるPFI事業で提供する各種サービスを、PFI事

業終了の2033年まで、基本的に継続する。但し、C/A信

号の送信については、米国GPSのC/A信号に対する干渉

緩和、低減に関する調整結果によって、送信する衛星機

数が３機となる可能性がある。（本件については5.1項にお

いて詳述する） 

⑤システム整備・維持運用コストの低減・最適化 

 ７機体制の実現にあたっては、性能とコストの最適化を

考慮し、各システムのコスト低減を図る。 

3. サービス要求 

 本項では、主要なサービス要求について、大きく3つのカテ

ゴリ（①衛星測位サービス、②衛星測位補強サービス、③そ

の他（メッセージ系）サービス）それぞれについて記載する。4

機体制におけるサービスの継続については紙面の都合上、

詳細を割愛する。 

3.1 衛星測位サービス 

 衛星測位サービスは、測位衛星システムとしての基本サー

ビスとなる測距信号と受信機での信号送出時の衛星の位

置、時刻算出に必要な航法メッセージ提供による位置

（Position）、航法（Navigation）、時刻（Timing）サービスであ

り、一般ユーザ向けの公開サービスと、日本政府が認める限

定されたユーザ向けの公共専用サービスを提供する。 

 現4機体制では、GPS補完信号として、GPS信号と組み合

わせて測位演算を行うことが前提となっていたが、7機体制

では、図3.1-1に示すアジア・オセアニア地域では常時4機以

上のQZSS衛星からの信号が受信可能であり、このエリア内で

はQZSSからの信号のみでも持続的に位置、速度、時刻の算

出が可能となる 。 

 また、我が国周辺の図3.1-2に示すエリアにおいては、他

GNSSによる測位精度に劣後しない、より高精度なユーザ測

位精度を要求しており、表3.1-1に示すように、7機体制整備

完了以降、第１期、第２期と段階的に精度改善を実施し、第

２期においては、二周波コード測位で電離層遅延誤差を補正

後の水平ユーザ測位精度を１ｍ（RMS）以下とすることを目

指している。 

 5号機以降の衛星に搭載する衛星間測距装置は、従来の

地上監視局におけるLバンドの測位信号観測データに加え

て、準天頂衛星間の距離をSバンドの衛星間リンクで計測す

るもので、衛星の進行方向、軌道面垂直方向の誤差低減が

期待できる。加えて衛星と追跡管制局間の双方向測距装置

による地心方向誤差の軌道成分とクロック成分を分離するこ

とにより、これらの新規観測量を7機の衛星に対して適用でき

準天頂衛星システム7機体制構築に向けた検討状況について 
                内閣府宇宙開発戦略推進事務局 準天頂衛星システム戦略室 小暮 聡（正会員）  

    図 3.1-1 持続測位サービス範囲(暫定)  

※(暫定)は総合システム設

計後に上記エリアを含むサー

ビスエリアを確定することを意

図している 

 

 

 

図3.1-2 高精度持続測位

サービス範囲(暫定)  
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る第2期においてSIS-URE30cm(95%)を達成する。 

 民生信号に対するスプーフィング対策として、信号認証機

能を追加するが、別途5.2項に項を改めて記載する。 

3.2衛星測位補強サービス 

 ４機体制における国内向け補強サービス（センチメータ級補

強サービス（CLAS）、サブメータ級補強サービス（SLAS））は

それぞれ現状の４機でサービスを継続する。 

 アジア・オセアニア地域で利用可能な測位補強サービスに

ついては、MADOCAベースの精密軌道クロック補正情報を、

実証実験信号としてL6Eチャンネルを用いて、配信中であ

る。 

 QSSは、将来的なサービス拡張の可能性について検討する

ために2019年度より、東南アジア7カ国の大学と協力し長期

定点観測に着手している。今後、MADOCAベースの精密軌

道クロック補正情報についても、配信フォーマットはCLASと同

じCompact SSRを採用し、受信機側でのPPP-RTK、PPP-

AR、PPPの処理を受信機が入手可能な補強情報に応じて容

易に行えるようにすることを検討中である。 

 L5Sを用いた2周波複数コンステレーション対応（DFMC 

SBAS）の補強情報配信については、将来のL5 SBASの実装

計画を踏まえ、技術実証サービスとして、DFMC SBAS配信

実験をL5S搭載衛星群（初号機、5号機を除く全衛星）から

継続する。 

 その他、国土交通省航空局が行うSBASサービスを3号機、

6号機、7号機を用いて提供する。 

3.3 その他サービス 

 ７機体制では、衛星安否確認サービスの冗長化を具現化

すべく、７号機に衛星安否通信ペイロードを搭載し、３号機の

当該機器が故障しサービス継続ができなくなった場合には７

号機を3号機の静止経度である東経127度まで移動し、サー

ビスを継続する。災害・危機管理サービスについては、MT43

を用いた気象庁災害情報の配信を継続する。 

 参考までに7機体制第1期における、各サービスの信号、配

信衛星の一覧を表3.3-1に示す。 

4. 7機コンステレーション 

 7機体制への拡張においては、衛星の軌道コンステレーショ

ンの構成がその性能に大きく影響する。一般にユーザ測位

精度は、SIS-UREとDOPの積としてモデル化されるが、7機体

制では、3.1項に示すように、2周波コード測位ユーザが補強

情報なしで１ｍ以下（RMS）の水平ユーザ測位精度を得られ

るように、日本の近傍域でHDOPが2.6以下を実現するように

衛星群の軌道配置を検討している。既に運用中の4機の衛

星の軌道を出発点として追加3機の軌道を検討、日本近傍

域での高仰角特性、SBASサービスをする衛星の可視性等を

考慮した結果、現時点のノミナル軌道は表4-1に示す構成と

なっている。 

 太平洋上の7号機は、軌道制御頻度低減のため、SBASの

規定を満たす範囲で離心率と軌道傾斜角を持たせた“準静

止軌道”とした。当初は、HDOP最適化の観点で西経170度

を中心経度とする配置を検討していたが、南西諸島における

可視性を考慮し、最新の構成では西経175度中心経度をノ

ミナル値としている。（準天頂衛星、準静止衛星は、東西方

向±5度の範囲で軌道保持される） 

 図4-1に、軌道配置と衛星直下点軌跡を示す。図4-2（裏

表紙）は仰角10度以上の最小可視衛星数の分布図である。

5機の等高線で囲まれたエリアでは、1衛星が軌道制御によ

るサービス休止期間に入っても4機の衛星からの信号を受

      表3.1-1 コンステレーションSIS-URE精度 

（＊）衛星毎のSIS-URE(95%値)を7機で平均した値。7機体制第1期では

一周波、７機体制第2期では二周波を前提とした値とする。 

                      表3.3-1 7機体制第1期のサービスと提供信号一覧 

表 4-1 7 機コンステレーションの構成(ノミナル) 

 

軌道種別 衛星数 衛星 中心経度 (deg.) 

静止軌道 2 QZS-3, 6 127E, 90.5E 

準天頂軌道 4 QZS-1R, 
QZS-2, 4, 5 

148E 
139E 

準静止軌道* 1 QZS-7 175W 

                     （*：離心率0.008、軌道傾斜角8deg以下 
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信期間、黄色帯（QZS-1R～QZS-1RR）がL1C/B送信期間で

ある。初号機の後期運用も含め可能な限り4機からのC/A信

号送信を継続する方向でGPSと調整中である。（3号機の薄

青帯は、不具合による出力減を示しており、初号機の再稼働

時にもGPS C/A信号への干渉量低減のために出力を落とし

て運用する想定である）引き続き、ユーザコミュニティとも意見

交換を行いつつ計画を更新していく予定である。 

5.2 信号認証機能の追加 

 近年、GNSSのクリティカルな応用利用が広く普及しつつある

ことに加え、ソフトウェア無線技術を活用した低コスト信号模擬

装置が容易に作成できる環境が整ったこともあって、スプー

フィングによる脅威が具現化しつつある。欧州Galileoは、ス

プーフィングの脅威に対抗するため、公開信号に航法メッ

セージ認証機能を追加、実証実験・デモンストレーションを経

て、2020年中にも初期サービスを開始する予定である。 

 準天頂衛星システムにおいても、2023年度から実用サービ

スへの反映を目標として、信号認証システムの整備に着手す

る。まずは、既に開発中の衛星（5～7号機）の設計変更を避

けること、加えて既に運用中の衛星にも適用可能であることか

ら、衛星側搭載機器の改修が必要なPRNコード認証ではな

く、地上システム側の追加整備で対応可能な航法メッセージ

認証機能の追加を行う。 

 認証する航法メッセージは、準天頂衛星システムの各衛星

の公開信号と、GPS及びGalileoの航法メッセージを予定してい

る。 

 本稿執筆時点で、事業者選定のプロセスを実施中である

が、まずユース・ケースと脅威分析を実施してから、最終的な

仕様を確定、認証メッセージ更新頻度等の実運用時に用い

るパラメータを、実環境試験を通じて決定する。 

6. まとめ 

 内閣府では、2023年度運用開始を目指して、追加衛星3

機の開発に着手するとともに、地上システムの拡張に関する

調整を行っている。本稿では、2023年度に運用開始する

サービス要求の内容について紹介した。 

 サービス要求は、今後もステーク・ホルダー、ユーザのニー

ズや技術動向を踏まえつつ、システム更新計画を定めるタイ

ミングでアップデートされる。測位航法学会はユーザコミュニ

ティと研究開発のシーズをつなぐ貴重な場であり、今後も引き

続き情報・意見交換をお願いしたい。  

信、持続測位を継続可能なエリアである。日本近傍域のみ

ならず東南アジア、豪州が全機健全な信号を送信している

場合に常時5機以上の衛星からの測位信号を受信可能であ

ることがわかる。 

 図4-3にHDOPが2.6以下となる時間率を示す（裏表紙）。

当該時間率は、2衛星以上同時に軌道制御は行わない前

提で、年間の軌道制御によるサービス休止時間と、衛星及

び地上システムのランダム故障率を考慮した解析結果であ

る。全衛星稼働時においては北海道除く本州以南で95%の

時間率でHDOPは2.6以下となるが、軌道制御によるサービス

休止や、故障時間率を考慮すると20%程度時間率が低下す

る。時間率改善には、設計寿命を超えた衛星のサービス運

用延長や、軌道制御実施後の軌道クロック推定収束時間の

短縮が必要である。  

5. 特記事項 

5.1 L1C/A信号からC/B信号への切替 

 GPSのL1C/A信号については、GPS自身の衛星数が増加

したことに加えて、同じ周波数帯を共有するSBAS衛星の増

加に伴い、GPSのシステム内干渉でも干渉クライテリアを超

過する状況である。米国GPSとの周波数調整においては、

2015年に4機構成のQZSSで合意した際のGPSへの干渉量

を超過しないことが要求されており、7機体制への拡張に伴

いC/A信号並びにL1S信号数を増やすことができない。 

 そこで、内閣府では、C/A信号に矩形波を重畳、BOC(1,1)

変調したL1C/B信号を、GPSのC/A信号への干渉を低減し

つつ、C/A信号の利点（短周期のPRNコード利用による短時

間捕捉や、メッセージ処理の簡便さ）を残す信号として定義

し、初号機後継機以降は、C/A信号との切替機能を持たせ

て排他的に送信することとした。 

 現時点でのL1C/AからC/B信号への移行計画（TBD）を図

5.1-1に示す。図中の青帯（QZS-1～QZS-1R）がL1C/A送

図5.1-1 L1C/A→C/B移行計画（TBD） 

  図4-1 7機コンステレーション（左：軌道配置 右：地上軌跡） 
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1．はじめに 

準天頂衛星システムは、2018年11月１日よ

りサービスインし、各ユーザによる利用が開始

された。センチメータ級測位補強サービス

（CLAS）は、準天頂衛星システムのサービス

の一つであり、数ｃｍ精度で絶対位置を特定

でき、且つ補強情報のサービスは無料で利

用できるため、各分野で利活用が期待されて

いる。本報はその運用状況を紹介する。 

2．CLASの運用状況 

CLASの運用状況やサービス停止計画は、みちびきウェブ

サイト「NAQU情報」で公開中である。ウェブ公開と同時に、

Twitter“QZSS_Status”によるユーザ通知を実施し、リアルタイ

ム性を確保している。尚、CLASの計画的サービス停止の告知

は、衛星の軌道制御があってもサービスへの影響はないた

め、活動停止を予報するNAQUの発行は原則なし。但し、電子

基準点の大規模保守や補強対象衛星とする他のGNSSの障

害により、サービスレベルの低下が予見されるケースではその

他のNAQU(L6_GENENAL)を発行し、ユーザへの事前通知に

努めている。例として、全電子基準点データの停止に伴い、

サービスレベル低下の可能性を告知した（2019/3/11、

3/14、3/19）NAQUの例を図2に示す。CLASは2018年11月

1日から実用サービスを開始し、その後、高い稼働率を維持し

ている。表1にサービス開始後6か月間のアベイラビリティとし

て、コンステレーション・アベイラビリティ、衛星１機毎のサービ

ス・アベイラビリティ、そして、高仰角のコンステレーション・アベ

イラビリティの各実績値を示す。CLASでは4冗長構成で地上

システムを組んでおり，高い信頼性・可用性のサービスを提供

しており、各値ともに仕様値を満足していることがわかる。 

3．CLASの性能状況 

 CLASの精度仕様は、ユーザ受信機での精度として、表2

で規定されている。 

           表2 CLASの精度仕様 

 プロバイダ側では、その確認のため、ユーザ受信機模擬とし

て、PPP-RTK測位対応の後処理測位演算ソフトウェアを含む

ツ ー ル キ ッ ト ： CLASLIB（Centimeter  Level  Augmentation 

Service Test LIBrary）を整備し、日本全国の電子基準点を

対象に日々の定常評価を実施。精度をモニタリングし、電子

基準点の運用状況(停止、受信機換装等)も勘案しながら、補

強情報生成に使用する電子基準点の追加、バックアップ点へ

の切替等を実施することで、サービス性能を維持している。結

果、図3記載のとおり、サービスイン(2018/11)後の6ヶ月間に

おいて、静止(水平6ｃｍ、垂直12cm)、移動体(水平12cm、

垂直24cm）[いずれも95%値]を満たしている。 

4. CLASサービスの向上 

 今後、メッセージ・フォーマットの改良を行い、大気圏の擾乱

に応じて適応的な情報圧縮が可能なローカル補正（Compact 

SSR サブタイプ 12）のフォーマットを採用することで、補強対象

衛星数を、平均可視衛星数(GPS, QZSS, Galileo)に相当する

17 機程度に増加。オープンスカイ環境(仰角マスク 15°)にお

いては、電離層擾乱の時間帯の測位精度が大きく改善し、都

市部環境相当(仰角マスク 40°)においては、測位の可用性 

準天頂衛星システムCLASの運用状況 
           三菱電機株式会社・電子システム事業本部・高精度測位事業推進部 瀧口 純一（本会理事）  

図 2 L6 GENERAL NAQU の公開事例 

図1 CLASシステム構成図 

表1 CLASのサービスアベイラビリティ 

図 3 CLAS の精度評価結果 
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入った（QBIC会員数299団体）。企業の協調領域の活動を促

進し、みちびきの利用し易い環境構築実現、利用実証等を推

進している。QBICには4つのWG（社会実装推進、海外展開、標

準化、アウトリーチ活動）があり、今回２WGでサービスに関する

アンケートを実施したので概要を報告する。 

社会実装推進WG（左表上側） 

アンケートの目的：QZSSサービスに関る意見と今後の展開への

要望等の纏めを実施。18名の方からあった回答のサマリを左

上表に示す。QZS-2R,-3R,-4R及びそれ以降の体制における

サービスの継続性、TBD仕様の開示時期、衛星測位の品質に

関する内容が多かった。また利用を進めるために、高精度測

位および利用に関する産官学連携した研究、開発、普及への

助成、および利用するための具体的手引書や情報開示等の

要望があった。 

海外展開WG（左表下側） 

アンケートの目的；７機体制で初めて測位補強などの海外

サービスが検討されていることから、2019年4月に「準天

頂衛星７機体制にミッション要求について」というテーマで

内閣府に説明いただきました。約一年が経過したところで

その後の検討状況などを伺い、意見交換を行うためにアン

ケートを実施したもの。14名の方からあった回答のサマリを

左下表に示す。海外サービスでは端末やアプリがQZSS配

信エリア、さらに世界中どこでも共通で使えるように、という

要望がある。現在、国連の下で行われているICG(GNSSに

かかわる国際委員会)で高精度測位補強サービスや緊急

警戒警報サービスのインターオペラビリティの動きについて

も関心が高く、QBICとしてもウオッチしていきたい。また、我

が国が世界に先駆けてサービスを提供しているセンチメー

タ級測補強サービスの海外展開、特に現地

の電子基準点データを必要としないMADOCA

（現在は試験配信）への期待が大きく、サービ

スコミットメントが求められた。 

アンケートを通じて 

 現在、QZSSインフラが構築され、ユーザが

使いやすい受信機がやっとではじめた段階に

あり、インフラとユーザ間にある共通基盤の創

生が今後の課題である。すなわち、効果的・

効率的な技術開発の推進（ユーザニーズと

のマッチング）と、衛星測位のみではなくネット

ワークやIMU等センサーなどの周辺との組み

合わせがポイントとなる。GalileoやBeiDouは次

の世代に向け着々と準備を進めている。今

後、QBIC WGはこのような観点で関係企業・

団体・機関と連携して活動を進めてゆく予定

である。  

 2018年11月1日測位衛星

みちびき４機体制による運用

が開始され１年が経過した。 

 現在2023年の７機体制

サービス開始に向けて開発・

製造が進められている。利用

状況をみるとSLAS対応チッ

プやCLAS受信機はビジネス利用が開始、前者は見守り安全

安心、トラッキング等、後者は除雪車への適用等が報告され

ている。受信機の価格は,特にCLAS受信機はまだユーザ期待

価格と差があり、構造的にも評価キットの域をでておらず今後

の課題（物量連動？）である。 

みちびき利活用推進のため高精度衛星測位サービス利用

促進協議会（以下QBICと称す）をSPACが立ち上げ、８年目に

  QZSSサービスの今後の展開について （QBICアンケート集計結果）        
                           SPAC  松岡 繁（本会理事・写真左） 桜井也寸史 （正会員・写真右） 

様々な分野への社会実装が期待されている。 

参考文献 

1)みちびき（準天頂衛星システム）ウェブサイト 

https://qzss.go.jp  

2）みちびきウェブサイト:：サービス性能評価結果 

https://sys.qzss.go.jp/dod/report/index.html 

3) みちびき（準天頂衛星システム）ウェブサイト: CLASテストラ

イブラリ 

https://sys.qzss.go.jp/dod/downloads/clas.html  

向上の効果が期待できる。 

5. まとめ 

CLASは2018年11月1日から実用サービスを開始後、高い

稼働率を維持し、サービスイン後の6ヶ月間において、静止(水

平6ｃｍ、垂直12cm)、移動体(水平12cm、垂直24cm）[いずれ

も95%値]を満たしていることを確認している。本サービス普及に

際しては、対応受信機の低コスト化に課題があるが、今後の市

場への浸透に伴う量産効果等の動向があり、自動運転、鉄道

利用、社会インフラ維持管理、無人化ロボットサービスといった
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１．はじめに 

  ICG（International  Committee  on 

GNSS）は、国連宇宙局（UN-OOSA）監理

下 に あ る 衛 星 測 位 シ ス テ ム（GNSS ：

Global Navigation Satellite System）に係

る専門家会合で、 GNSSを政府分野、科

学分野、産業分野の基礎インフラとして

組み込むことを大きな目標とし、各GNSS

プロバイダー国の持ち回りで各年1回開

催されます。（参加者集合写真・表紙） 

会合では、各国GNSSの開発進捗、技術研究動向、利用

実装状況の把握を通じて長期安定的なGNSSシステム利用

環境構築に係る課題抽出を行い、その課題解決に必要な

勧告（Recommendations）制定、及び国際規範（NORM）の形

成を行っています。 

今回で14回目となるICG-14は、インド・ベンガルールにて

2019年12月8日（日）から12月13日（金）の日程で開催さ

れました。2007年のICG-2以来12年ぶりのインドでの開催で

あり、今回でICGプロバイダー6か国全てがICG本会合の2回

ずつ開催したことになります。ICG加盟国（機関）6ヶ国をはじ

め多数の関連機関から総勢258名の参加があり、GNSSに関

する議論がおこなわれ、複数のICG勧告が形成されました。

日本からも関連省庁、関連機関、民間企業から14名の参加

者があり、成功裏に終わりましたので、概要を報告いたしま

す。 

２．ICG全体会合と採択された勧告 

ICG全体会合では、主催国であるインド政府を代表して、イ

ンド宇宙研究機関（ISRO）の議長であり宇宙局長官のDr. K. 

Sivan氏をはじめISRO幹部による来賓挨拶がなされた後、各

GNSSプロバイダー（米露中欧印日）からの最新状況報告、

ICG参加機関からの活動報告がなされました。 

日本からは2023年度を目処に自律測位が可能となる

QZSSの7機体制への拡張について

紹介しました。また、開催国である

インドからは、ISROは1969年に社

会経済的な発展のために開設さ

れ2019年で開設50周年の節目の

年であること、NavICやGAGANはま

さにその象徴たるプロジェクトであり

衛星測位分野に注力をしているこ

とが述べられました。また、将来構想としてL1帯信号利用

や、現状のコンステレーションに4機を加えた11機体制構築

を検討していることが紹介されました。インドでは2019年1月

から国内の公共交通機関における全ての車両にNavIC受信

機の搭載を義務付けています。現在18種類以上のNavIC受

信機が市販されており、今後は携帯電話事業者と調整し、

NavIC用チップセットの導入を加速していく予定とのこと。ま

た、宇宙システムの便益に関する情報共有や、ハッカソンや

セミナーなどを通した普及活動も行っているとのことでユー

ザー拡大に努めていることを感じました。その他、昨年ICGに

加盟したオーストラリアからは加盟以降初のSBASプログラム

の状況報告がありました。さらにオブザーバとして参加した韓

国から2035年を目標とした韓国版測位衛星システム（KPS：

Korea Positioning System）の構想と、あわせて次回ICG-15

にてICG加盟申請予定であることが紹介されました。今回の

本会合にて新たにニュージーランドがICG加盟国として加わり

ました。 

ICGでは全体会合の他、その傘下で4つのワーキンググ

ループ（WG-S／WG-B／WG-C／WG-D）を有し、最新情

報の共有や各課題等に対する討議が行われています。各

ワーキンググループでの議論の結果、合計3件の勧告案が

上程され採択されました。採択された勧告は表１の通りで

す。 

３．ICGワーキンググループ概要 

各ワーキンググループにおける主なトピックについては以下

の通りです。 

(1) Working Group on Systems, Signals and Services 

（WG-S） 

本ワーキンググループ（WG-S）では、GNSSシステムの相

互運用性、透明性確保（性能モニタリング、共通の性能標

準）、システム間の共存性、周波数帯域保護（GNSS隣接帯

域からの干渉対策、ジャミング対策）に係る課題を扱ってお

会議報告／ＩＣＧ－１４＠インド・ベンガルール 
            内閣府 宇宙開発戦略推進事務局準天頂衛星システム戦略室 技術参与 久木正晴（正会員） 

                               表１  ICG-14勧告一覧 

 

  勧告名 概要 

14S-1 GNSS スペクトラム保護に

関するブックレット 

WG-S Compatibility and Spectrum サブグループは、これまでに開催した周波数保

護に関連するセミナーで使用した資料をもとに「GNSS スペクトラム保護に関する

ブックレット」を発行すること。 

14S-2 高精度測位（PPP）タスク

フォースの設置 

WG-S Interoperability and Service Standards サブグループは、WG-B および WG

-D と合同で高精度測位（PPP: Precise Point Positioning）タスクフォースを設置す

ること。 

14B-1 GNSS の送信アンテナパ

ターンについて 

各 GNSSプロバイダーは、SSV での GNSS利用促進のため各衛星の送信アンテナゲ

インパターンもしくはそれに等価なモデルを（メインローブだけでなくサイドローブを含

めて）提示すること。 

また、今後の衛星開発においても公開サービス信号のメインローブおよびサイドロー

ブを含めたアンテナゲイン測定、試験および特性評価を実施すること。 
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ationsでは、特にGNSSへの軌道上デブリ軽減のためのガイドラ

イン整備に向けて議論継続中です。昨年ICG-13で勧告（ICG

勧告13S-2）として採択されたMEO軌道及びIGSO軌道につい

てもデブリ衝突回避に関して検討する件について、本サブグ

ループからあらためてIADC (Interagency Space Debris Co-

ordination Committee)へ協力を依頼することとなりました。 

(2) Working Group on the Enhancement of GNSS Perfor-

mance, New Services and Capabilities （WG-B） 

本ワーキンググループ（WG-B）では、GNSSの測位性能や

GNSSアプリケーションに係る議題を扱っており、以下の2つの

サブグループが活動しています。 

① Space Usersサブグループ  

 昨年のICG-13にてICG勧告13B-1により新設されたサブ

グループ。GNSS SSV （Space Service Volumes）に焦点を

あてており、宇宙空間でのGNSS利用に関する議題を扱っ

ています。 

② Applicationサブグループ 

 ユーザー側から見たGNSSに対する要望（ユーザドメイン

毎に要望されている位置精度やその他の要望（通信との

融合，ショートメッセージの有効性等））に関する議題を

扱っています。 

Space Usersサブグループでは、GNSS SSV （Space Ser-

vice Volumes）に焦点をあてており、宇宙空間でのGNSS利用

に関する議題を扱っています。本サブグループでは宇宙空間

におけるGNSS利用のガイドラインやスタンダードの必要性や、

時刻に関するユーザーの要望に関する議論を含めた新しい

活動が示されました。本サブグループでの議論の結果、今回

ICG-14では全GNSSプロバイダーはGNSS送信アンテナパター

ンもしくは等価なモデル情報を（メインローブだけでなくサイド

ローブを含めて）提示することが勧告（ICG勧告14B-1）として

採択されました。これにより月ミッションやさらに遠方のミッショ

ンでのGNSS利用促進を図る予定です。また、GNSS SSVの基

本コンセプトを一般向けに周知するために動画を作成してお

り、ICG-14にてドラフト版をICG出席者に対し公開しました。こ

の動画については2020年半ばに公開される見込みです。 

Applicationサブグループでは、ユーザー側から見たGNSSに

対する要望（ユーザドメイン毎に要望されている位置精度やそ

の他の要望（通信との融合，ショートメッセージの有効性等））

に関する議題を扱っています。本サブグループでは今回の

ICG-14においてこれまでの活動成果であるアンケート調査票

およびGNSSアプリケーションカタログのドラフト版についてレ

ビューが行われました。今後の方針としては、宇宙天気、高精

度測位（PPP)、自動走行などのより専門的な分野に焦点を当

てていくこととなりました。 

この他サブグループ以外の関連議題も数多く扱われまし

た。特 に NASA か ら は 2015 年 に 打 ち 上 げ た MMS

（Magnetospheric Multiscale）ミッションで得られた航行性能

の結果や、月探査ミッションでのGNSSの使用に関連する計画

などについて情報共有がありました。また、2019年12月6日に

GPSを使用した完全自律飛行終了システム（Autonomous 

Flight Termination System）を搭載したロケットの打ち上げが

初めて成功したことが報告されました。 

また、中国からはBDS-3に搭載された宇宙環境モニタ装置

（宇宙線、放射線、磁場計測センサーなど）で観測した最新

データがBDSのWebページ（http://beidou.gov.cn）で公開さ

れていることが報告されました。そのほか、120機の低軌道衛

り、以下の2つのサブグループが活動しています。 

① Compatibility & Spectrumサブグループ 

 各GNSS間のCompatibility（共存性）、および周波数帯域

保護（GNSS隣接帯域からの干渉対策、ジャミング対策）に

係る議題を扱っています。 

② Interoperability & Service Standardsサブグループ  

 各GNSS間のInteroperability（相互運用性）、および透明

性確保（性能モニタリング、共通の性能標準）に係る議題

を扱っています。 

また、WG-S直下の検討会であるSystem of System Oper-

ationsでは、まだスペースデブリ防止の標準が定義されていな

いMEOやIGSOのデブリ発生防護なども議論されています。  

まず、Compatibility and Spectrum Protectionサブグループ

では、2019年の活動として第8回干渉検知緩和（IDM）ワーク

ショップを2019年5月にクロアチアにて開催しました。さらに第

4回IDMセミナーを、国連のキャパシティ・ビルディング活動で

あるUN Regional GNSSワークショップにあわせて、2019年6月

にフィジーで開催しました。これらのワークショップの成果を踏

まえ、今回ICG-14で新たにGNSSのスペクトラム保護や干渉

検知緩和の重要性についてまとめたブックレットを作成する勧

告（ICG勧告14S-1）が採択されました。また、本サブグループ

では2019年11月にエジプトで開催されたWorld  Radio-

communication Conference 2019 (WRC-19)およびその準

備作業を含めたITUの活動を注視しています。WRC-19の結

果としてGNSSへの周波数上の規制は発生しないことが確認さ

れました。 

次にInteroperability and Service Standardsサブグループで

は、各GNSS間の相互運用性及びサービスの標準化を進めて

います。本サブグループでは、2019年6月オーストリア・ウィー

ンでの中間会合の期間中に3件のワークショップが開催されま

した。1件目はGNSS共通PS（Performance Standard）作成の

ガイドライン整備に関するものです。昨年のICG-13 でガイドラ

インの初版を制定（ICG勧告13S-1）してから、さらに進捗があ

り、性能評価に使用するパラメータリストの更新と各パラメータ

についての定義の詳細化が図られました。2件目はPNT性能

モニタリング（IGMA）に関するものです。こちらは共通の評価手

法作成のため各プロバイダーの評価プロセスを比較していると

ころです。3件目は前々回ICG-12で勧告となったGNSS時系に

関するものです。システムタイムのオフセットについては継続的

な議論を要するため、2020年もWG-Dと合同で開催すること

となりました。 

この他、WG-BおよびWG-Dと合同で高精度測位（PPP: 

Precise Point Positioning Services）に焦点をあてたジョイント

ワークショップが2019年6月にフィジーで開催されました。本

件は、米国以外のすべてのGNSSプロバイダーが、PPP向けの

補強サービスをGNSS/SBAS経由で提供する構想を持ってい

ることを踏まえて、利用者の立場であるWG-Dからこれらの

サービス間の相互運用性について議論すべきではないかと

ICG-12で提起されたものです。昨年のICG-13では、現時点

でICGにおける新たな作業項目とすることは時期尚早であると

の結論に至りましたが、その後2019年6月のフィジーおよび今

回のICG-14での議論を踏まえ、WG-SのInteroperability & 

Service Standardsサブグループの下で新たに高精度測位

（PPP）タスクフォースの設置する勧告（ICG勧告14S-2）が採

択されました。本タスクフォースの共同議長はオーストラリア、

EU、日本が選出されました。 

また、WG-S直下の検討会であるSystem of System Oper-
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星を使用した補強情報配信システムの構想についての紹介

もありました。 

(3) Working Group on Information Dissemination and Ca-

pacity-building （WG-C） 

本ワーキンググループ（WG-C）では、GNSSに係る知見の普

及・啓蒙（GNSS先進国にとどまるものではなく、全ての国連加

盟国への普及・啓蒙）による技術力・技術管理能力・適応能

力（GNSSの社会親和性）、行政監理能力の世界的な底上

げ・共栄（いわゆるCapacity Buildingといったアプローチ）を目

的としています。 

本ワーキンググループでは、関連機関（日本では東京大学

や東京海洋大学など）が実施したアウトリーチプログラムや

キャパシティ・ビルディング活動について情報共有を行いまし

た。また、議論を通じこれらの関連機関がGNSSに関する教育

プログラムやその受講機会について将来的に協力できる可能

性があることが確認されました。 

本ワーキンググループでは、GNSSに関する優れた教育の質

を提供し、持続可能な協力関係を構築するために、異なる地

域センター間での職員の交換を含めた、GNSSデータとGNSS

関連イベントの普及に向けた取り組みや方法について議論を

深めました。特に本ワーキンググループ参加機関にオンライン

GNSSコースの開設を検討するよう奨励しました。 

さらに、宇宙科学技術教育のための国連加盟地域センター

およびその他の機関が提供するプログラムを効率的に使用で

きるようにするために、過去に短期トレーニングコースを実施し

た経験を有するインドのアジア太平洋科学技術教育センター

（CSSTEAP）を中心に、短期訓練の機会を共有するためのコ

ミュニケーションの枠組みが今後検討されるようです。 

(4) Working Group on Reference Frames, Timing and Ap-

plications （WG-D） 

本ワーキンググループ（WG-D）では、GNSSの互換性・相互

運用性を推進することを目的に、測地基準系と時刻系の専門

的な議題を扱っています。 

本ワーキンググループでは、ITRF系（International Terres-

trial Reference Frame：国際地球基準座標系）に対してここ7

～8年で各GNSSの測地基準座標系が近づいており整合性が

高まっていることが確認されました。 

次に、WG-D勧告21（GNSS時刻間のオフセット監視）に関

しても進展があることを確認されました。タイミングコミュニティ

では、タイムオフセットの決定とその測位精度への影響を改善

するためにいくつかの手法を検討しているとのこと。プロバイ

ダーがGNSS間の時間オフセットと測位への影響を決定する際

の精度目標を評価し、それらを決定および監視するための推

奨方法を指定するために今後検討を続けていくようです。今

後受信機メーカーを招聘しさらに焦点を絞ったWG-Sとの合

同ワークショップを2020年に実施することとなりました。 

また、WG-D勧告23（Multi-GNSSの軌道時刻決定の改善）

に関して、GNSSプロバイダーからIGSへの衛星諸元情報の提

示に進展があったことが確認されました。IGSは収集した衛星

の諸元情報を、ユーザー・コミュニティが利用できる形で情報

提供しています。衛星メタデータを利用することは、衛星の軌

道・クロックの精密推定を可能とし、様々な科学的応用や高

精度で正確な位置決めを行うためには必須です。WG-Dで

は、QZSS、Galileo、BDSの衛星メタデータが提供されているこ

とが確認されました。 

さらにWG-DおよびWG-Cでは、発展途上国での教育やキャ

パシティ・ビルディングに関して協力し、教育・アウトリーチ・コ

ミュニティ・エンゲージメント・プロジェクトにも参加しています。

また、ICGのキャパシティ・ビルディング活動と仙台防災枠組

（Sendai Framework for Disaster Risk Reduction）の連携に

ついても紹介されました。今後も引き続き協力し、測地学およ

び測地基準系の分野においてGNSSのキャパシティ・ビルディ

ングやGNSSの利用に貢献することが提案および合意されまし

た。 

４．結び 

ICG関連の資料等は国連宇宙局（UN-OOSA）Webページに

て公開されております。今回のICG-14概要報告をご覧になっ

て、より詳細情報を得たい方は以下URLから入手ください。

http://www.unoosa.org/oosa/en/ourwork/icg/meetings/

ICG-2019.html 

最後に、今回のICGについても関連省庁、関連機関、民間

企業から多くの方の協力を頂きましたので、本紙面をお借りし

てお礼を申しあげさせていただきます。 

    The 14th annual meeting of Inter-
national  Committee  on  GNSS 
(ICG) was held in Bengaluru, India 
from 8 – 13 DEC 2019. During this 
meeting,  the  working  group  C 
"Information  Dissemination  and 
Capacity Building" members pre-
sented and discussed on various issues related with 
information dissemination and capacity building. The 
capacity building activities carried out by the Europe-
an Space Agency, The University of Tokyo, Tokyo Uni-
versity of Marine Science and Technology of Japan, 
Beihang University of China, the United Nations af-
filiated Centre for Space Science and Technology Edu-
cation in Asia and the Pacific (CSSTEAP), Indian 
Space Research Organization of India, the Moscow 
State University Geodesy and Cartography of the 
Russian Federation and the European Union were 
presented and discussed. The participants discussed 
how these institutions could collaborate on future 
training curricula and opportunities.  
    The Working Group discussed on possibilities and 
necessities of exchange of faculties across different 
regional centers, approaches and methods for dissem-
ination  of  GNSS data,  information  dissemination 
about GNSS related events,  and encouraging the 
working group participating institutions to consider 
making available online GNSS courses.   
 Please refer the following pages for further details:  
Meeting Agenda:  
https://www.unoosa.org/documents/pdf/icg/2019/icg14/
WGC/icg14_wgc_agenda.pdf 
Presentation Papers:  
https://www.unoosa.org/oosa/en/ourwork/icg/meetings/
icg-14/c2019.html  
WG-C集合写真・表紙 

Brief Report on WG-C of 14th ICG Meeting 
    東京大学空間情報科学研究センター 

                 特任准教授 マナンダー ディネス（正会員） 
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課題の発掘）、海外展開WG（ビジネスの海外展開支援）、

標準化WG（QBIC規格制定とISO等国際標準化推進）に再編

して活動展開。 

③他団体との連携拡大：既存会員の分野に囚われない新規

分野の会員取込みと「みちびき」利活用を図る自然発生的

な検討会等の作り出し。 

④GNSS実利用の測定・分析：「みちびき」を含むGNSSサービ

スの実利用進捗状況の調査・分析とQBIC Webサイトでの公

開。 

⑤国・関係団体とのコミュニケーション：QBIC関連情報の発

信・共有と必要に応じて国・関係機関等との意見交換の実

施並びに透明性の確保。 

⑥諮問委員の立場の変更：会長と諮問委員のより一層の

QBIC企画・運営への参画。 

なお、第2期の活動期間は、2020年度に中間見直しを実

施し、「みちびき」7機体制の整備完了年度である2023年度

を目途としています。 

第17回衛星測位と地理空間情報（G空間）フォーラム  

             - SPACフォーラム2019 – 

(開催日：8月26日、会場：東京大学伊藤国際学術研究セン

ター、主催：SPAC、共催：日本経済団体連合会、後援：内

閣府宇宙開発戦略推進事務局） 

SPACでは、地理空間情報を高度に活用する社会（G空間

社会）の実現と新たなビジネス機会のさらなる創出・拡大に向

け、幅広く情報を交換する場として毎年フォーラムを開催して

います。今回は、上記１のQBIC総会後に同じ会場にて、新藤

衆議院議員、松尾内閣府宇宙開発戦略推進事務局長他、

政官学民のキーマンご列席の下に開催し、参加者数は約

220名でした。さらに、SPAC賛助会員又はQBIC会員企業等

12社からなる製品紹介・展示を併設し、各社の成果をアピー

ルしていただきました。 

これらの中から、自由民主党G空間社会実装委員長であ

る新藤衆議院議員の講演内容を紹介します。 

〇基調講演：G空間社会の実現に向けて 2019[新藤 義

孝、自由民主党G空間社会実装委員長、衆議院議員]  

地理空間情報活用推進基本法は2007年にできた。この

成立の前から経団連やSPAC始め民間の方々が真剣に取り

組んできた。この努力と熱意がなければ今は無い。今は基幹

の施策となっており、地理空間情報活用基本計画（2017年

3月閣議決定）に基づき、「経済財政運営と改革の基本計画

2019」、「成長戦略フォローアップ」、「統合イノベーション戦

略」、「宇宙基本計画の工程表改訂に向けた重点事項」等あ

らゆる施策が、各省間連携により推進されている。皆様の頑

張りがあり、夢の技術と言われた「みちびき」のサービスが実

現した。 

「みちびき」のサービスは、自動走行、スマート農業、スマー

ト林業、防災等に実用化されつつある。これから携帯電話に

は当たり前のようにcm級精度を実現するチップが入らなけれ

ばいけない。夢の技術が完成して使われるかの岐路でもあ

る。また、G空間に係る省は多いがG空間の担当大臣がいな

い。迅速な判断・実行には司令塔である担当大臣が必要で

あり、組織の強化を考えている。これにより素早いインフラ輸

出も可能になる。 

現実に実施するのは並大抵ではないことは十分認識してお

り、皆さんも諦めずに挑戦していただきたい。これからも皆様と

共に力を合わせて日本の未来のために、世界に貢献するため

SPACは、準天頂衛星システム「みちびき」

を中心に高精度測位サービスの普及啓発、

利活用促進、ビジネス化支援等を国内外の

関係機関・企業と連携して活動・推進してお

り、その一環として、高精度衛星測位サービ

ス利用促進協議会（以下、QBICと称する。）

の事務局を務めています。特に普及啓発では、毎年フォーラ

ム・シンポジウムを開催し、関連する国内外のトピックスや利

活用状況等を紹介しております。 

本稿では、2019年に開催された、「第8回QBIC総会」、「第

17回衛星測位と地理空間情報（G空間）フォーラム（通称

SPACフォーラム2019）」、「SPACシンポジウム2019」につい

て紹介します。なお、紙面の関係で、抜粋の報告となってお

り、講演資料につきましては、最後に記載のSPACのホーム

ページから閲覧できますので、是非ご覧ください。 

第8回QBIC総会（開催日：8月26日、会場：東京大学伊藤

国際学術研究センター） 

QBIC会長である山下NTTデータシニアアドバイザー、QBIC

諮問委員である大林組梶田常務執行役員、セコム進藤執

行役員、オブザーバーである経済産業省髙田製造産業局

長、同浅井宇宙産業室長他出席の下、開催され、参加者

数は約120名でした。QBICは2013年度から2018年度まで

の第1期活動を終え、第2期活動が2019年度から開始され

ます。このため審議事項としては、第2期活動計画、2019年

度活動方針、及び役員選出と規約改訂でしたが、全て無事

承認されました。さらに、審議の後に各WGから2018年度活

動報告並びに2019年度活動計画等が報告されました。ここ

では、審議・承認されたQBIC第2期活動計画について簡単に

ご紹介します。 

＜QBIC第2期活動計画＞ 

「みちびき」サービスインに応え、かつ2023年度の7機体制

を見据えて、そのサービスを利活用した新事業を、国内外の

産業界があまねく・自発的に創出する事を目的として以下を

実施します。 

①会員交流とGNSS普及の促進：会員交流の活性化と新た

な分野や地方におけるアウトリーチ活動の実施。 

②WG活動の展開：アウトリーチ推進WG（新分野や地方への

みちびき浸透）、社会実装推進WG（関連情報共有と共通

SPACイベント2019年報告 
                SPAC 濱田英幸 

      図 1．第 8 回 QBIC 総会と登壇者 
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開示が制限されております。QBICでは随時会員を募っておりま

すので、この機会に是非参加をご検討ください。また、SPACの

フォーラム・シンポジウムの講演資料は、SPACホームページ

（http://www.eiseisokui.or.jp/）から閲覧できますので、是非

ご覧ください。 

に、G空間社会の実現を図っていく所存である。 

SPACシンポジウム2019（開催日：11月29日、会場：日本科

学未来館 未来館ホール、主催：SPAC、共催:日本経済団体

連合会、後援:内閣府宇宙開発戦略推進事務局） 

本シンポジウムでは、「みちびき」への期待と利活用に係る最

新トピックスを紹介していただきました。これらの中から国土地

理院の黒川院長の講演内容を紹介します。参加者数は約

200名でした。 

〇基調講演：地理空間情報で拓く令和の未来 

     [黒川 純一良、国土交通省 国土地理院 院長] 

令和元年は明治政府が「近代測量」に着手して150年目で

ある。国家測量機関としての国土地理院の役割は、国土を測

る（日本の位置を定める）、描く（国土の基本図を整備）、伝え

る（情報を伝える）、守る（測量・地図技術で災害に対応）であ

り、技術の進歩に合わせて役割を果たしてきている。 

現在実施している国土地理院の高精度測位を支える主な

取り組みとしては、大地の動きへの対応、共通の位置の基準、

衛星測位による標高計測への対応があり、様々な高精度測

位サービスを安心して利用できる社会の実現に寄与している。 

 まとめると次のとおりである。明治以来、国家測量機関は、技

術の進歩や社会情勢に合わせて、わが国の位置情報インフラ

を整備してきた。 

 高精度測位社会では、測位精度が上がるほど、様々なサー

ビスや地図情報を矛盾なく安定利用するために、共通の基盤

が必要不可欠である。国土地理院は、国家座標、地殻変動

補正、標高の基準などの取組みで、誰もが安心して高精度測

位サービスを利用できる環境を提供し、G空間社会の実現に

貢献していくと同時に、高精度測位を支える共通基盤の整備

により、様々な高精度測位サービスや地図情報を矛盾なく安

定的に利用できるよう今後も貢献していく。 

QBIC の 活 動 状 況 は QBIC ホ ー ム ペ ー ジ（http://

qbic.eiseisokui.or.jp/）から閲覧できます。議事録等の一部は

QBIC会員およびWGメンバーのみが閲覧でき、一般の方への

測位航法学会役員  
（2018 年 5 月 17 日～ 2020 年 5 月 16 日まで） 

会長 

安田 明生 東京海洋大学 

副会長 

加藤 照之 神奈川県温泉地学研究所 

峰 正弥      

理事 

入江 博樹 熊本高等専門学校    

神武 直彦 慶應義塾大学 

澤田 修治 東京海洋大学 

柴崎 亮介 東京大学 

菅原 敏    （株）日立製作所 

曽我 広志 アクシス（株） 

高橋  冨士信  横浜国立大学 

高橋 靖宏 情報通信研究機構 

瀧口 純一 三菱電機（株） 

細井 幹広   アイサンテクノロジー（株） 

浪江 宏宗 防衛大学校   

福島 荘之介 電子航法研究所 

松岡 繁          （一財）衛星測位利用推進センター 

監事 

小檜山 智久 (株)日立産機システム 

北條 晴正 センサコム（株） 

 測位航法学会は測位・航法・調時に関する研究開発・

教育に携わる方、これから勉強して研究を始めようと

する方、ビジネスに役立てようとする方、測位・航法・

調時に関心のある方々の入会を歓迎いたします。皆様

の積極的なご加入とご支援をお願い申し上げます。 

 お申し込み：測位航法学会入会のページからお願

いします。（http://www.gnss-pnt.org/nyuukai.html） 

会員の種類と年会費： 

正会員【¥7,000】  

学生会員【¥1,000】 賛助会員 【¥50,000】 

法人会員【¥80,000】特別法人会員【¥300,000】 

特典：ニューズレターの送付（年4回）、全国大会・

シンポジウムにおける参加費等の減免、MLによる関連

行事等のご通知・ご案内のお問い合せは： 

       info@gnss-pnt.org にお願いします。 

編集後記   

 世界的な新型コロナウイルス感染のため、大変な状況になって

おります。メディアからの情報によると、感染にはクラスタ化が良く

ないようで、そう言う意味からしても、個々の地理空間情報を効

率的に収集出来、また個々への適切な情報を適切な時期に供

給出来る仕組みが良さそうです。これも測位航法の一環のように

思います。 

 ぜひ、お体にはお気を付け下さい。 

          ニューズレター編集委員長 峰 正弥 

入 会 の ご 案 内 

国内イベント  

・2020.5.13-15 WTP 2020 東京ビッグサイト青海展示場 

・2020.7.15-17（TBC) 測位航法学会全国大会 

・2020.9.7-12(TBC)  GNSS サマースクール（東京海洋大学） 

・2020.11.4-16 SATEX （東京ビッグサイト南館) 

国外イベント 

・2020.09.21-25 ION GNSS+ 2020 (St. Louis, USA) 

＊太字は本会主催イベント 

イベントカレンダー 

測位航法学会全国大会 2020（予定） 

日時：7月15・16日 

セミナー①GNSS測位入門（２日間）②RTKLIB入門（１日間）  

     ③RTKおよびPPP技術の応用と実習（１日間） 

7月17日（金）  研究発表会 

場所：東京海洋大学越中島会館 

 あくまで本日現在の予定です。確定後、MLにてお知らせし

ます。HPでもご確認ください。https://www.gnss-pnt.org/ 
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日本電気株式会社 

セイコーエプソン株式会社 

ヤンマー株式会社    

図2．SPACフォーラム
2019と登壇者（P.10） 
2019/08/26 
 
 
 
 
図3．SPACシンポジウム
2019と登壇者（P.11) 
2019/11/29 
 

図 4-2 QZSS 最小可視衛星数分布（本文 P.3） 図 4-3 HDOP 2.6 以下時間率分布（本文 P.3） 


